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ことを原則としますが、第一著者が会員である場
合は、例外として非会員の方を共著者に含める
ことを認めます。なお、会員の共著者は、全員が
当該年度の会費を納入している必要があります。

2. 既発表論文投稿の禁止
・ 応募できる論文は未発表の原稿に限ります。

3. 使用できる言語
・ 日本語または英語とします。

4. 二重投稿の禁止
・ 同一の論文を本『年報政治学』以外に同時に投
稿することはできません。
・ また、同一の論文を『年報政治学』の複数の号
に同時に投稿することはできません。

5. 論文の分量
・ 日本語論文の場合、20,000字以内（注、参考文
献、図表を含む）とします。文字数は、日本政
治学会ウェブサイト「投稿論文の分量につい
て」にしたがって計算し、投稿・査読システム
の指定された箇所に総字数とその内訳を記入し
てください。修正論文の投稿時に、20,000字に
どうしても収まらないと査読委員会が認めた場
合には、超過を認めることもあります。査読委
員会が論文の縮減を指示した場合には、その指
示に従ってください。
・ 英語論文の場合、9,500語（words）以内（注、
参考文献、図表を含む）とします。文字数は、
日本政治学会ウェブサイト「投稿論文の分量に
ついて」にしたがって計算し、投稿・査読シス
テムの指定された箇所に総字数とその内訳を記
入してください。修正論文の投稿時に、9,500
語にどうしても収まらないと査読委員会が認め
た場合には、超過を認めることもあります。査
読委員会が論文の縮減を指示した場合には、そ
の指示に従ってください。

6. 論文の主題
・ 政治学に関わる主題であれば、特に限定しま
せん。年報各号の特集の主題に密接に関連する
と年報委員会が判断した場合には、特集の一部

として掲載する場合があります。ただし、査読
を経たものであることは明記します。

7. 応募の締切
・ 論文の応募は年間を通じて受け付けますので、
特に締切はありません。ただし、6月刊行の号
に掲載を希望する場合は刊行前年の 9月20日、
12月刊行の号に掲載を希望する場合は刊行年
の 3月20日までの投稿を推奨します。なお、
単著論文または第一著者となっている共著論文
を投稿した会員は、当該投稿の投稿日から、次
に同様の投稿を行うまで、6ヶ月の期間を空け
てください。
・ 査読者から修正意見があった場合は、指定され
た期限までに修正論文を提出していただきま
す。
・ 査読委員会が掲載可と決定した論文は、順次
『年報政治学』に掲載されます。掲載可となっ
た論文が多い場合、直近で刊行される号に掲載
できないことがありますので、あらかじめご了
承ください。

8. 論文の形式
・ 査読のためにアップロードが可能な電子ファイ
ルは、本文、図表、オンライン・アペンディッ
クスです。また、別にカバーレターをご用意く
ださい。
・ 本文、図表、オンライン・アペンディックスに
は、審査の公平を期すために執筆者の名前は一
切記入せず、「拙著」など著者が識別されうる
ような表現は控えてください。
・ オンライン・アペンディックスは、論文が掲載
可とされた場合に、PDF ファイルとして学会
のHPにアップロードされます。
・ その他アップロードするファイルの詳細について
は、オンライン投稿マニュアルに従ってください。

9. 投稿の方法
・ 論文の投稿は、『年報政治学』の投稿・査読シ
ステムに必要事項を記入の上、ワード形式の電
子ファイルを（図表や付録資料がある場合は、
それらの電子ファイルも）アップロードする形
式で行ってください。
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10. 投稿論文の受理
・ 投稿論文としての要件を満たした執筆者に対し
ては、投稿・査読システムより、投稿論文を受
理した旨の連絡を電子メールで行います。メー
ルでの送受信に伴う事故を避けるため、論文送
付後 10 日以内に連絡が来ない場合には、投稿
された方は『年報政治学』査読委員会に問い合
わせてください。

11. 査読
・ 投稿論文の掲載の可否は、査読委員会が委嘱す
る査読委員以外の匿名のレフリーによる査読結
果を踏まえて、査読委員会が決定し、執筆者に
投稿･査読システムを通じて結果を連絡しま
す。
・ 「掲載不可」及び「修正・再査読」と査読委員
会が判断した場合には、執筆者にその理由を付
して連絡します。
・ 「修正・再査読」となった投稿論文は、査読委
員会が定める期間内に、初稿を提出した時と同
一の手続で修正稿を提出してください。なお、
その際、査読者の修正意見への対応がわかる別
紙もメールの添付ファイルとして送ってくださ
い。

12. 英文タイトルと要約、キーワード、引用文献
目録

・ 『年報政治学』に掲載されることが決まった論
文（特集論文を含む）については、著者名の英
文表記、英文タイトル、和文及び英文の要約
（ただし英語論文の場合は英文要約のみ）、キー
ワード（5語程度）、引用文献目録を必ず付して
ください。英文要約は 150語程度（150 words）
になるようにしてください（200 語以内厳守）。
英文タイトル及び英文要約について、査読委員
会は原則として手直しをしないので、執筆者が
各自で当該分野に詳しいネイティヴ・スピー
カーなどによる校閲を済ませてください。

13. その他の留意点
・ 執筆者の校正には初校と再校があります。校正
原稿は、遅滞なく返送してください。期限まで
に返送がない場合には、入稿原稿のままとする

ことがあります。また、校正段階で大幅な修
正・加筆をすることは認められません。査読を
経た原稿は、査読委員会の了承がなければ、誤
植等を除き、原則として修正・加筆をすること
はできません。万一、査読委員会の了承の下に
校正段階で大幅な修正・加筆を行う場合、その
ことによる製作費用の増加や発行遅延による郵
送費の発生は執筆者に負担していただくととも
に、査読委員会・年報編集委員会・学会事務
局・出版社の指示に従っていただきます。次号
以下に掲載を繰り延べることもあります。
・ 掲載不可となった論文を修正し、再投稿するこ
とは妨げません。ただし、再投稿された論文が
再び掲載不可となった場合、その論文をさらに
修正した論文が投稿されても、原則として受理
しません。

附則1
この規程は、2016 年 7 月 1 日より施行します。
附則 2
この規程は、『年報政治学』2019 年度第 I 号への
投稿論文より適用されます。
附則 3
この規程は、『年報政治学』2022 年度第 I 号への
投稿論文より適用されます。
附則4
この規程は、『年報政治学』2025 年度第 I 号への
投稿論文より適用されます。
附則5
この規程は、『年報政治学』2025年度第Ⅱ号への
投稿論文より適用されます。ただし、応募の開始
に関しては、『年報政治学』2025年度第Ⅱ号に限
り、2024年10月21日とします。
附則6
この規程は、2025年12月21日より適用されます。

（2018年6月30日改定）
（2020年5月30日改定）
（2021年3月20日改定）
（2024年5月27日改定）
（2024年10月4日改定）
（2024年12月7日改定）
（2025年12月21日改定）
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り、現在、奇数年度に、韓国政治学会へ派遣する
2名のうち航空運賃補助5万円1名（韓国政治学
会の補助で 2名まで宿泊費支給）、偶数年度に、
韓国政治学会へ派遣する 2名のうち航空運賃補助
5万円2名および台湾政治学会へ派遣する 2名の
うち航空運賃補助5万円1名（台湾政治学会の補
助で 2名まで宿泊費支給）となっている派遣補助
について、同程度の支援を必要とする会員でも予
算上1人に絞らなければならない事例が多くなっ
ていることや、旅費の高騰で支援なしでの海外学
会報告が困難になっていることから、奇数年度の
韓国政治学会への派遣について、偶数年度同様2
名の旅費補助を行うことと、偶数年度の台湾政治
学会への派遣について 2名の旅費補助を行うこと
が提案され、承認された。

（6） 入退会承認について
遠藤常務理事より、入退会承認に先立ち、学部
学生の入会申請について、日本政治学会規約と会
員資格制度では学部学生の入会を想定していない
と判断できることが説明された。そのうえで、規
約が想定していないことについて制度の整備のな
いまま認めるのは難しいことや会員の研究能力に
ついて形式的な基準の確立も難しいことから、学
部学生の入会は認めないとすることが提案され、
承認された。
以上を受け、遠藤常務理事より、今後の学部学
生の入会について、修士課程院生の報告が増えて
いることや、学部学生が実質的に研究参加する事
例もみられること、他方、学会のメンバーシップ
のあり方という重要な問題に関わることから、今
後、現理事会でこの問題について検討することが
報告された。
その後、常務理事より、12月13日時点での会
員数が 1,877名であること（前回理事会から逝去
2名）、前回理事会以降本日までに 14名の入会申
し込みがあったことが報告され、13名の入会が
承認された。この結果、本理事会時点での会員数
は 1,890名（内訳：終身会員164名、シニア会員
44名、一般会員1,559名、学生会員123名）とな
ることが報告された。

（7） その他
①韓国政治学会（KPSA）との IPSA渡航支援折
半の件
遠藤常務理事より、IPSAソウル大会において
JPSA-KPSA-CAPS が協力して立てたセッション
の登壇者について、KPSAが独自に行う渡航支援
を受ける予定であった会員について共著者に支援
が行われ当該会員に支援が行われていないことが
発覚し、この会員が日本政治学会の IPSA報告派
遣に採択されていたものをKPSA の支援を理由
に辞退した経緯があることから、KPSAと日本政
治学会で会員の渡航費用を負担することが報告さ
れ、承認された。
②メーリングリストの件
遠藤常務理事より、11月末より事務局のメー
ルアドレス（jpsa-office@jpsa-web.org）の転送が
機能しなくなっており、いまだに復旧はしていな
いこと、メーリングリストの管理は国際文献社に
委託しておらず事務局での対応も限られるため、
今後は予算を計上して国際文献社に管理の委託を
検討おり、対応を一任していただきたいことが報
告され、承認された。

〈報告事項〉
（1） 2025年度総会・研究大会開催校からの報告
2025年度開催校の苅部理事より、資料に基づ
き 2025年度総会・研究大会の報告が行われた。
苅部理事より、赤字が生じたこと、非会員での参
加が多かったこと、台風など自然災害を考慮して
開催時期の変更を検討する必要があること、大学
以外での開催を検討する必要があることが報告さ
れた。
また、遠藤常務理事より、託児補助について、
3名の会員から申請があり補助を行ったことが報
告された。

（2） 研究大会開催校（2026年度）からの報告
野田開催校理事より、開催地を大阪公立大学の
杉本キャンパスから森之宮キャンパスへと変更す
ることで手続きを進めていること、利用料の減免
措置を得るために開催方法について追加の対応を
する可能性があること、開催地変更の正式決定は
年明けになることが報告された。
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（3） JPSA-APSA合同プログラムについて
マッケルウェイン IPSA担当理事より、第2回
ワークショップが 2025年日本政治学会年次大会
に合わせて 10月9日から 12日で無事に開催され
たこと、次年度はボストンで開催されるアメリカ
政治学会で実施予定であることが報告された。

（4） オーストラリア政治学会・韓国政治学会・台
湾政治学会参加報告
三牧国際交流委員長（遠藤常務理事代読）よ
り、2025年11月24日から 27日に開催されたオー
ストラリア政治学会年次研究大会に須田祐子会員
（東京外国語大学）と田中駿介会員（東京大学大
学院）の 2名を派遣したこと、2025年11月29日
から 30日に開催された台湾政治学会年次研究大
会に荒木聡太会員（早稲田大学大学院）、松村智
史会員（名古屋市立大学）、周源会員（神戸大学）
の 3名を派遣したこと（派遣予定であった 1名は
インフルエンザ罹患のため派遣中止）、12月5日
から 6日に開催された韓国政治学会年次学術大会
に韓アラン会員（東京大学大学院）、居石杏奈会
員（情報通信政策研究所）の 2名を派遣したこと
が報告された。

（5） 委員会報告
①前理事会より継続する委員会
・年報2025-Ⅱ号編集委員会
堤委員長より、無事に刊行されたことが報告さ
れた。
②2026年度企画委員会
今井委員長より、企画公募内容をニューズレ
ターやメーリングリスト、ウェブサイトに掲載し
たこと、プログラムも英文化するため英語での報
告タイトルを入力必須としたこと、企画委員会企
画や共通論題の準備を順調に進めていること、フ
ルペーパーの提出が性格上合わないラウンドテー
ブルなどの公募企画について質問があったことが
報告された。
③年報2026-Ⅰ号編集委員会
大庭委員長より、第3回研究会を終了し、刊行
に向けて準備を進めていることが報告された。
④年報2027-Ⅰ号編集委員会
詫摩委員長（遠藤常務理事代読）より、11月

に第2回研究会を開催したこと、来春に第3回研
究会を開催する予定であること、順調に進んでい
ることが報告された。
⑤年報2027-Ⅱ号編集委員会
浅野委員長より、刊行に向けて準備を進めてい
ることが報告された。
⑥2025‒2026年査読委員会
砂原委員長（遠藤常務理事代読）より、年報
2025-Ⅱ号で独立論文9本、特集論文に組み込まれ
た 1本の合計10本の論文が査読を経て掲載され
たこと、その後3本の論文が掲載可となり、年報
2026-1号に掲載される予定であることが報告され
た。
⑦2025年度文献委員会
井柳委員長（遠藤常務理事代読）より、2026
年度文献委員会への引き継ぎを行うことが報告さ
れた。
⑧研究交流委員会
岩崎委員長より、企画委員会と連携して 2026
年度研究大会に向けて準備を進めていること、登
録されている研究会に英語名称の提出を求めてい
ることが報告された。
⑨国際交流委員会
高安理事長より、11月5日、6日に開催された
韓国現代日本学会主催の日韓国交正常化60周年
記念行事に日本政治学会から三牧国際交流委員長
が参加したことが報告された。
⑩倫理委員会
野口委員長より、2025年度研究大会以降の活
動はないとの報告があった。
⑪GEAHSS関係
三浦担当理事より、2026年2月28日にシンポ
ジウムが開催予定であることが報告された。

（6） その他
年報政治学の学界展望について、日本政治思想
史は日本政治ではなく政治思想の項目に入れたほ
うが適切との考え方もあり、柔軟に対応したほう
がよいとの提案が理事からあった。それを受け
て、学界展望の項目分類について、各年度の文献
委員会で分類をするのではなく、ガイドラインを
定めて運用するほうがよいとの提案が他の理事か
らあった。
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たこと、2025年度決算で生じた振込手数料の支
出を計上するため、財政調整基金に管理費の項目
を新たに設けたことなどが説明された。
これらの説明を受けて予算案は原案通り承認さ
れた。

（3）委員会委員の選任について
2026年度文献委員会の伊藤剛委員長および
2027年度書評委員会の牛山委員長より、委員の
選任について以下のとおり提案がなされ、承認さ
れた。
・2026年度文献委員会
委員：川島高峰（明治大学）、浜田泰弘（島根
県立大学）
・2027年度書評委員会
委員：政治史 松浦淳介（慶應義塾大学）、国
際政治・国際関係論 富樫耕介（同志社大学）、
政治社会論 三浦哲司（名古屋市立大学）

（4）入退会承認について
遠藤常務理事より、入退会承認に先立ち、2025
年第2回理事会の入退会承認資料について議事録
に掲載された会員総数に違いはないが、入会者
数、退会者数、再入会者数で誤りがあり、修正し
た内容が報告された。
続いて、遠藤常務理事より、3月21日時点での
会員数が 1,883名であること（前回理事会から退
会申出5名、逝去2名）、前回理事会で逝去会員の
報告漏れが 1名あったこと（会員数に変更なし）、
前回理事会以降本日までに 17名の入会申し込み
があったことが報告され、承認された。この結
果、本理事会時点での会員数は 1,890名（内訳：
終身会員165名、シニア会員46名、一般会員1,560
名、学生会員129名）となる予定であることが報
告された。

〈報告事項〉
（1）2026年度総会・研究大会開催校からの報告
2026年度開催校の野田理事より、開催地を大
阪公立大学の杉本キャンパスから森之宮キャンパ
スへと変更したことが報告された。

（2）各種委員会報告
①前理事会より継続する委員会
・年報2025-Ⅱ号編集委員会
堤委員長より、無事に刊行されたことが報告さ
れた。
②2026年度企画委員会
今井委員長より、公募の審査を終え企画がほぼ
整い、現在プログラムを編成中であることが報告
された。
③年報2026-Ⅰ号編集委員会
大庭委員長より、予定通りに進んでいることが
報告された。
④年報2027-Ⅰ号編集委員会
詫摩委員長より、第3回研究会をまもなく実施
予定だと報告された。
⑤年報2027-Ⅱ号編集委員会
浅野委員長より、刊行に向けて準備を進めてい
ることが報告された。
⑥2025‒2026年査読委員会
砂原委員長（遠藤常務理事代読）より、年報
2026-Ⅰ号に 7本の論文が掲載されること、委員
長交代以降35本の投稿があり、2026年に入って
からは 19本の投稿があったことが報告された。
⑦2026年度書評委員会
柄谷委員長（遠藤常務理事代読）より、書評を
出版社に提出済みであることが報告された。
⑧2027年度書評委員会
牛山委員長より、今回承認された委員を含めて
書評に取り掛かることが報告された。
⑨研究交流委員会
岩崎委員長より、2026年度研究大会で分野別
研究会を 7件採択したことが報告された。
⑩国際交流委員会
三牧委員長（遠藤常務理事代読）より、現在ま
で IPSAソウル大会への派遣旅費補助の支出依頼
を行わなかった会員が 2名いることから、支出依
頼の手続きに関する期日を設けることや他の財源
と組み合わせた場合に併用可能か申請時に確認す
ること、補助を使用しないことが判明した場合に
は速やかに連絡することを応募要項に加えること
が報告された。
また、オーストラリア政治学会から日本政治学
会での報告者を最大2名受け入れること、2025年
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12月5日、6日に開催された韓国政治学会年次学
術大会に本学会から韓アラン会員（東京大学大学
院）、居石杏奈会員（情報通信政策研究所）の 2
名を派遣し、補助の手続きが完了したこと、2026
年度海外政治学会派遣報告者募集（第1期）を行
い、大西健太会員（一橋大学大学院）、張景喚会
員（東京大学大学院）の 2名を選出したことが報
告された。
⑪GEAHSS関係
三浦担当理事より、2月28日にシンポジウムを
開催したこと、学協会でのハラスメント対応につ
いてアンケート調査を実施予定であることが報告
された。
⑫若手論文優秀賞選考委員会
堤委員長より、候補となる論文が確定した時点
で選考を開始することが報告された。

（3）国際文献社との契約について
遠藤常務理事より、国際文献社との業務委託契
約を更新したことが報告された。

（4）学部生の入会について
学部生の入会について意見交換が行われた。

（5）事務局報告
① 学生会員の資格確認について
遠藤常務理事より、2025年度より開始した学
生会員の資格確認について報告された。

（6）その他
高安理事長より、日本政治学会の会計につい
て、予算段階での赤字が決算で黒字となっている
のは、各委員会における取り組みの結果でもある
ことから、学会運営への協力に感謝が述べられ
た。

（7）2026度第1回理事会の開催について
遠藤常務理事より、2026年度第1回理事会の開
催について、2026年6月13日（土）15時からZoom
によるオンライン会議で開催する予定であること
が示され、確認された。

 以上
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日本政治学会 2025年度収支計算書
2025年 3月 1日から 2026年 2月28日まで

会計全体 （単位:円）
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日本政治学会 2025年度収支計算書
2025年 3月 1日から 2026年 2月28日まで

一般会計 （単位:円）
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日本政治学会 2025年度収支計算書
2025年 3月 1日から 2026年 2月28日まで

財政調整基金 （単位:円）
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貸借対照表
2026年2月28日現在

会計全体 （単位：円）
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財産目録
2026年2月28日現在

会計全体 （単位：円）
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日本政治学会 2026年度予算
2026年3月1日から 2027年2月28日まで

一般会計 （単位：円）
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（財政調整基金） （単位：円）
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